
意見書案第３３号 

豊かな教育を実現するための義務教育費国庫負担制度の堅持を求める意見書 

の提出について 

別紙、豊かな教育を実現するための義務教育費国庫負担制度の堅持を求める意見書を関

係方面に提出されたく、宝塚市議会会議規則第１５条第１項の規定により提出いたします。 

令和４年（２０２２年）６月２７日 

宝塚市議会議長 三 宅 浩 二 様 
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豊かな教育を実現するための義務教育費国庫負担制度の堅持を求める意見書 

義務教育費国庫負担制度は、教育の機会均等とその水準の維持向上を目指して、子ども

たちの経済的、地理的な条件や居住地のいかんにかかわらず無償で義務教育を受ける機会

を保障し、かつ、一定水準の教育を確保するという国の責務を果たすものです。 

学校現場では、貧困、いじめ、不登校など解決すべき課題が山積しており、子どもたち

の豊かな学びを保障するための教材研究や授業準備の時間を十分に確保することが困難な

状況となっています。また、新型コロナウイルス感染症対策に伴い新たな業務も発生して

います。 

厳しい財政状況の中、独自財源により人的措置等を行っている自治体もありますが、自

治体間の教育格差が生じることは大きな問題です。子どもたちが全国のどこに住んでいて

も、一定水準の教育を受けられることが憲法上の要請であり、国の施策として財源を保障

し、豊かな子どもの学びを保障するための条件整備は不可欠です。 

こうした観点から、令和５年（２０２３年）度政府予算編成において下記事項が実現さ

れるよう求めます。 

記 

１ 教育の機会均等と教育水準の維持向上をはかるため、義務教育費国庫負担制度を堅持

してください。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

 

令和４年（２０２２年）６月  日 

 

内閣総理大臣 

総務大臣 

財務大臣 

 文部科学大臣 

内閣官房長官 あて 

宝塚市議会議長 三 宅 浩 二 


